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株 主 各 位

東京都渋谷区神宮前一丁目16番11号

株 式 会 社 Ａ Ｎ Ａ Ｐ
代表取締役社長 家 髙 利 康

第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第28回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席ください

ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数なが
ら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いた
だき、2019年11月27日（水曜日）午後７時までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげ
ます。

敬 具

記

１. 日 時 2019年11月28日（木曜日）

午前10時（受付開始 午前９時30分）

２. 場 所 東京都渋谷区神宮前一丁目５番３号

東郷記念館 ３階 オランジェール

３. 目的事項

報告事項 １．第28期（2018年９月１日から2019年８月31日まで）事業報告、

連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監

査結果報告の件

２．第28期（2018年９月１日から2019年８月31日まで）計算書類報

告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

以 上

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さいますようお願い申しあげます。

　なお、株主総会参考書類並びに事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正が生じ

た場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アドレス

https://www.anap.co.jp）に掲載させていただきます。

　また、当日株主様へお配りする粗品はご用意しておりませんので予めご了承くださ

い。
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(提供書面)

事 業 報 告

（2018年９月１日から
2019年８月31日まで）

１．企業集団の現況
(1) 当連結会計年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益や雇用環境の改善などを背

景として緩やかながら景気の回復傾向が続いております。一方、世界経済に目

を転じると、米中間の貿易摩擦の激化、英国の合意なきEU離脱への懸念の高ま

りといった国際的な通商問題や中国・欧州の減速の影響により、景気の先行き

は依然として不透明な状況のまま推移しております。

　当社が属するカジュアルファッション業界におきましても、他社の過剰なサ

ービス競争の激化、人手不足、物流費の高騰に加えて、冷夏等の天候不順など

も影響し、依然として厳しい経営環境が継続しております。

　このような状況の下、当社は2016年４月から開始いたしました再生プロジェ

クトが前連結会計年度まででほぼ完了し、当連結会計年度よりさらなる事業拡

大のため成長戦略へと舵を切ってまいりました。

　具体的には、前連結会計年度から継続している自社サイト強化のためのシス

テム開発及び検証、ブランド価値を最大化するためのプロモーション及びAI等

を駆使した業務効率化、連結子会社ATLABが展開するEC支援事業の拡大等の施策

をとっております。自社サイトにつきましては、2019年５月に外部委託してい

たアプリを内製化するなどした結果、UI/UXの改善が進み、客単価が向上するな

ど、効果が表れはじめております。一方で、ブランド価値を最大化するための

プロモーション強化につきましては、施策はとっているものの、効果波及まで

に時間を要しており、サイトの来訪客数が想定より伸び悩んでいるという状況

となっております。また今後の事業成長加速のために、人員配置の効率化を進

めつつ、優秀な人材獲得に動いております。連結子会社ATLABについては、当社

グループ全体に与える影響は大きくないものの、概ね想定通りの事業拡大は続

けており、今後はさらに成長加速していく見込みです。

　この結果、当連結会計年度の業績は、売上高6,261百万円（前連結会計年度比

5.5％減）、営業利益88百万円（前連結会計年度比74.7％減）、経常利益は91百万

円（前連結会計年度比73.0％減）、親会社株主に帰属する当期純利益62百万円

（前連結会計年度比75.6％減）となりました。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年11月11日 11時26分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



　セグメント別の経営成績は次のとおりであります。

（インターネット販売事業）

　インターネット販売事業につきましては、他社のサービスに負けないよう、

最先端の技術を駆使した自社サイトのシステム再構築に取り組んできた結果、

客単価は向上したものの、前述のとおりサイトの来訪客数の伸び悩みが影響し、

売上高が減少しております。一方で、今後の革新的な事業拡大を目指す投資が

先行している状況も継続中です。

　以上により、売上高は3,505百万円（前連結会計年度比4.9％減）、セグメント

利益は218百万円（前連結会計年度比51.8％減）となりました。

（店舗販売事業）

　店舗販売事業につきましては、前連結会計年度末より退店４店舗を行った結

果、当連結会計年度末における店舗数は28店舗になりました。売上高は退店し

た店舗の影響もありましたが、既存店舗は前連結会計年度より引き続き好調を

維持しております。利益面に関しては、人件費増加や物流費の高騰に加え、店

舗備品の入替等を行った結果、減少しております。

　以上により、売上高は2,471百万円（前連結会計年度比7.6％減）、セグメント

利益は196百万円（前連結会計年度比8.9％減）となりました。

（卸売販売事業）

　卸売販売事業につきましては、既存の取引先に対する販売増加に伴い、売上

高が増加しております。

　以上により、売上高は230百万円（前連結会計年度比6.3％増）、セグメント損

失は14百万円（前連結会計年度はセグメント損失13百万円）となりました。
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事業別売上高

事 業 区 分

第 27 期
(2018年８月期)

（前連結会計年度）

第 28 期
(2019年８月期)
(当連結会計年度)

前連結会計年度比増減

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 増減率

インターネット
販 売 事 業

3,686百万円 55.6％ 3,505百万円 56.0％ △181百万円 △4.9％

店 舗 販 売 事 業 2,675 40.4 2,471 39.5 △204 △7.6

卸 売 販 売 事 業 216 3.3 230 3.7 13 6.3

そ の 他 48 0.7 54 0.8 ５ 12.2

合 計 6,627 100.0 6,261 100.0 △366 △5.5

(注) 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

② 設備投資の状況

　当連結会計年度中に実施しました設備投資の総額は238百万円で、その主なも

のは次のとおりであります。

事業所名 実施日

本社 2019年３月25日

③ 資金調達の状況

　当連結会計年度の資金調達は、経常的な資金調達のみで、特に記載すべき事

項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況

① 企業集団の財産及び損益の状況

区 分
第 25 期

(2016年８月期)
第 26 期

(2017年８月期)
第 27 期

(2018年８月期)

第 28 期
(当連結会計年度)
(2019年８月期)

売 上 高 (千円) ― ― 6,627,122 6,261,081

経 常 利 益 (千円) ― ― 340,776 91,940

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

(千円) ― ― 255,414 62,212

１株当たり当期純利益 (円) ― ― 58.53 14.39

総 資 産 (千円) ― ― 2,903,192 2,888,286

純 資 産 (千円) ― ― 1,848,140 1,672,591

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) ― ― 404.55 388.08

(注) 第25期及び第26期は連結計算書類を作成しておりませんので、記載しておりません。

② 当社の財産及び損益の状況

区 分
第 25 期

(2016年８月期)
第 26 期

(2017年８月期)
第 27 期

(2018年８月期)

第 28 期
(当事業年度)
(2019年８月期)

売 上 高 (千円) 7,078,435 6,845,399 6,626,863 6,248,438

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （△）

(千円) △68,431 201,775 358,194 98,376

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 ( △ )

(千円) △20,076 187,870 270,701 65,929

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益 又 は
１ 株 当 た り 当 期
純損失（△）

(円) △4.77 44.87 62.03 15.25

総 資 産 (千円) 3,058,182 2,608,813 2,900,004 2,891,411

純 資 産 (千円) 1,226,967 1,469,287 1,845,738 1,677,623

１ 株 当 た り 純 資 産 (円) 300.35 346.72 406.49 390.99

(注) 当社は、2016年９月１日付で普通株式１株につき２株の株式分割を行っております。当該株式分
割については、第25期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失及び１株当たり純資産を算定しております。
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(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社ＡＴＬＡＢ 30百万円 50.0％
ＥＣ総合コンサルティング事業
ＥＣ総合運用サービス事業
システム開発事業

(4) 対処すべき課題

　当社が属するカジュアルファッション業界におきましては、物価上昇懸念や実

質賃金の低下などにより個人消費者の節約意識は依然として根強く、厳しい経営

環境が続いております。

　当社が対処すべき課題は、このような経営環境の変化に対応し、企業価値を高

めることであり、以下の施策に基づいて、全力で取り組んでまいります。

① ブランド認知度の向上

当社は、基幹ブランドである「ANAP」のブランド認知度を核として事業展開

してまいりました。しかしながら、創業から四半世紀以上が経過し、ブランド

価値の再定義が必要な時期に差し掛かっていると認識しており、今後は大型な

投資戦略も視野に入れ、さらなるブランド認知度向上に注力してまいります。

② オンラインショッピングサイトの販売力回復

当社の基幹事業であるANAPオンラインショップについては、近年来訪客数が

伸び悩んでおり、売上高が減少傾向にあります。この状況を打破すべく、他社

以上の集客戦略やサイト自体の使い勝手の向上を通じて、より快適な、お客様

に選んでいただけるサイト作りに取り組んでまいります。

③ 新規出店戦略

当社の基幹事業である店舗販売事業については、前述の再生プロジェクトを

通じて、厳密な採算管理による赤字店舗の退店、既存店の適正人員配置やMDの

適正化などを通じて収益力を高めてまいりました。今後は、再生プロジェクト

によって強化した販売オペレーションにより、採算管理を行った上での新規出

店を推進し、収益力強化へと繋げてまいります。
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④ 業務効率化の推進

当社は前連結会計年度より、AIをはじめとした最先端技術への投資を積極的

に進めてまいりました。今後は特にEC分野を主な領域として、さらなる業務効

率化を進め、より合理的な経営を実現できるよう注力してまいります。

⑤ 社員教育による全社統制の強化及びお客様満足度の向上

管理職を含めた全社員に対する社内研修制度をより一層充実させ、全社統制

の強化を図るとともに、各事業運営、経営体制を支える人材の早期育成及びレ

ベルアップを達成し、企業価値向上に努めてまいります。

⑥ 新規販売チャネルの展開

当社は、継続的な成長及び企業価値の拡大を図り、より多くの消費者ニーズ

に応えるため、新規販売チャネルの開拓を推進してまいります。消費者の購買

行動の変化に対して、適時・適切に対応するとともに、事業拡大に伴う新たな

顧客層の獲得を通じて、経営の安定化に取り組んでまいります。
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(5) 主要な事業内容（2019年８月31日現在）

事 業 区 分 事 業 内 容

インターネット
販 売 事 業

ＡＮＡＰオンラインショップのサイトを開設し、自社商品及び他
社商品をインターネット販売するとともに、他社が運営している
ＥＣサイトを通じて、自社商品をインターネット販売しておりま
す。

店舗販売事業
ショッピングモール、ファッションビル、路面店において自社商
品を店舗販売しております。

卸売販売事業 自社商品を地方の専門店向けを中心に卸売販売しております。

(6) 主要な営業所及び工場（2019年８月31日現在）

本 社
東京都港区南青山四丁目20番19号
東京都渋谷区神宮前一丁目16番11号（登記上の本店所在地）

店 舗

合計28店舗

東京都 ６店舗 神奈川県 １店舗

千葉県 ３店舗 埼玉県 ２店舗

北海道 ２店舗 青森県 １店舗

岩手県 １店舗 山形県 １店舗

宮城県 １店舗 福島県 １店舗

群馬県 １店舗 栃木県 ３店舗

茨城県 １店舗 静岡県 １店舗

愛知県 １店舗 三重県 １店舗

大阪府 １店舗
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(7) 使用人の状況（2019年８月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事 業 区 分 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

インターネット販売事業 52 （3）名 7名増 （1名減）

店 舗 販 売 事 業 56 （99） 　 13名減（13名減）

卸 売 販 売 事 業 10 （－） 　 1名増 （－）

全 社 （共 通） 79 （1） 1名増 （1名減）

合 計 197（103） 　 4名減（15名減）

(注) 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であ
り、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

195（103）名 3名減（15名減） 　 32.6歳 　 6.6年

(注) 使用人数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であ
り、パート及び嘱託社員は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

(8) 主要な借入先の状況（2019年８月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 り そ な 銀 行 50,000千円

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 150,000

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 100,000

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 150,000

合 計 450,000
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２．株式の状況（2019年８月31日現在）
(1) 発行可能株式総数 13,920,000株

(2) 発行済株式の総数 4,760,000株（自己株式469,339株を含む。）

(3) 株主数 5,032名

(4) 大株主（上位10位）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

家 髙 利 康 903,000株 21.0％

中 島 篤 三 877,400 20.4

ＭＳＩＰ ＣＬＩＥＮＴ ＳＥＣＵＲＩＴＩＥＳ 159,373 3.7

井 康 彦 130,500 3.0

株 式 会 社 り そ な 銀 行 100,000 2.3

丸 山 譲 78,000 1.8

家 髙 祐 輔 50,000 1.2

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 45,500 1.1

中 島 睦 美 40,700 0.9

株 式 会 社 近 藤 紡 績 所 40,000 0.9

Ｎ Ａ Ｘ Ｊ Ａ Ｐ Ａ Ｎ 株 式 会 社 40,000 0.9

竹 内 博 40,000 0.9

(注) １．当社は、自己株式469,339株を保有しておりますが、上記の大株主からは除外しております。
２．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
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３．新株予約権等の状況
(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付

された新株予約権の状況

第２回新株予約権

発 行 決 議 日 2012年８月29日

新 株 予 約 権 の 数 691個

新株予約権の目的となる株式の種類と数
普通株式691,000株

(新株予約権１個につき1,000株)

新 株 予 約 権 の 払 込 金 額
新株予約権と引換えに払い込みは要し
ない

新 株 予 約 権 の 行 使 に 際 し て
出 資 さ れ る 財 産 の 価 額

新株予約権１個当たり
383,000円

(１株当たり 383円)

権 利 行 使 期 間
2014年８月30日から
2022年８月29日まで

行 使 の 条 件 (注) １．２．３．

役員の保有状況

取 締 役
（社外取締役を除く。）

新株予約権の数 79個
目的となる株式数 79,000株
保有者数 1名

社 外 取 締 役 該当なし

監 査 役 該当なし

(注) １．新株予約権者は、権利行使時において、当社又は当社の関係会社の取締役、監査役もしくは
従業員の地位にあることを要す。ただし、取締役、監査役が任期満了により退任した場合、
又は従業員が定年により退職した場合にはこの限りではない。また、当社取締役会が正当な
理由があると認めた場合はこの限りではない。

２．新株予約権の相続はこれを認めない。
３．その他権利行使の条件は、総会決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところによる。
４．株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の数」及び「新株予約権の行使に際して出資

される財産の価額」は調整されております。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状

況

　該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
(1) 取締役及び監査役の状況（2019年８月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代表取締役社長 家 髙 利 康 株式会社ＡＴＬＡＢ取締役会長

専 務 取 締 役 竹 内 博 管理本部長

取 締 役 松 山 麻佐美 営業本部長

取 締 役 門 倉 清 隆 執行役員デジタル営業部長

取 締 役 西 堀 敬
株式会社日本ビジネスイノベーション
代表取締役社長

取 締 役 山 口 真 由

常 勤 監 査 役 今 長 雅 毅 税理士（今長税理士事務所所長）

監 査 役 水 分 博 之 税理士（水分税務会計事務所所長）

監 査 役 小 山 武 久

(注) １．取締役西堀敬氏及び取締役山口真由氏は、社外取締役であります。
２．監査役今長雅毅氏及び監査役小山武久氏は、社外監査役であります。
３．監査役今長雅毅氏及び監査役水分博之氏は、以下のとおり、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。
・監査役今長雅毅氏は、税理士の資格を有し、税務に対して豊富な知識と経験があり、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。
・監査役水分博之氏は、税理士の資格を有し、税務に対して豊富な知識と経験があり、財務及

び会計に関する相当程度の知見を有しております。
４．取締役のうち西堀敬、山口真由の両氏及び監査役のうち今長雅毅、小山武久の両氏について

は東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
５．当社と各社外取締役及び各監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき同法第423条第１

項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定める額としておりま
す。

(2) 取締役及び監査役の報酬等

当事業年度に係る報酬等の総額

区 分 員 数 報酬等の額

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

7名
（2）

81百万円
（4）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

3
（2）

10
（7）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

10
（4）

91
（11）

(注) １．取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
２．取締役の報酬限度額は、2007年８月29日開催の臨時株主総会において、年額260百万円以内

（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
３．監査役の報酬限度額は、2006年11月28日開催の第15回定時株主総会において、年額30百万円

以内と決議いただいております。
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(3) 社外役員に関する事項

① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

・取締役西堀敬氏は、株式会社日本ビジネスイノベーションの代表取締役社長

であります。当社と兼職先との間には特別の関係はありません。

・監査役今長雅毅氏は、今長税理士事務所所長であります。当社と兼職先との

間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

出 席 状 況 及 び 発 言 状 況

取締役 西 堀 敬

当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回に出
席いたしました。出席した取締役会において、会社経
営者としての専門知識と豊富な実務経験及び幅広い見
識に基づき、経営全般の観点から適宜発言を行ってお
ります。

取締役 山 口 真 由

2018年11月29日就任以降、当事業年度に開催された取
締役会10回のうち10回に出席いたしました。出席した
取締役会において、法曹的な見地から、コンプライア
ンス及びコーポレート・ガバナンスに関し適宜発言を
行っております。

監査役 今 長 雅 毅

当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回、監
査役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した
取締役会及び監査役会において、主に財務・会計等に
関し、税理士としての専門的見地から適宜発言を行っ
ております。

監査役 小 山 武 久

当事業年度に開催された取締役会14回のうち14回、監
査役会13回のうち13回に出席いたしました。出席した
取締役会及び監査役会において、全国団体、税務関係
団体ならびにＮＰＯ法人の事務局長を歴任し、また事
業会社の総務部長を経験している等、法令遵守や情報
収集に高度な知識を有する立場から、議案審議等に必
要な発言を適宜行っております。
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５．会計監査人の状況
(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ

(2) 報酬等の額

報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 26百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

26

(注) １．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づ
く監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業
年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査役会は、会計監査人の監査契約の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案

の内容を決定いたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認めら

れる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会

において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

　該当事項はありません。
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６．会社の体制及び方針
(1) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その

他当社及び当社子会社（以下「当社グループ」という。）の業務の適正を確保する

ための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

(1) 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制

① 当社グループの取締役及び使用人が法令及び定款を遵守し、倫理観をもっ

て事業活動を行う企業風土を構築するため、当社グループ全体に適用する

「企業行動指針」を定める。

② 取締役は、経営理念を率先垂範し、従業員への周知徹底、教育啓蒙を継続

し、法令の遵守及び社会的要請への対応を最優先とする企業風土を醸成す

る。

③ 取締役の職務執行状況は、監査に関する規程及び監査計画に基づき監査役

の監査を受け、監査役は取締役に対し、必要に応じて改善を助言又は勧告

する。

④ 職務執行において、重大な倫理・コンプライアンス違反の事実又はその疑

いがある情報に接した従業員等は、目安箱を活用して不正行為等の防止を

図る。

⑤ 取締役が当社グループ全体の経営理念を基に、全社横断的なコンプライア

ンス体制を維持し、かつ社会的責任を果たすため社内規程等を整備・更新

する。

⑥ 代表取締役社長直轄部門として内部監査業務を専任所管する部門（内部監

査室）を設けて、年度監査計画に基づいて専任担当者が監査を実施し、被

監査部門に対する問題点の指摘、業務改善の提案、確認を行い、その実現

の支援を行うと同時に、内部監査の内容は、取締役及び監査役にも報告さ

れ、経営力の強化を図る。

⑦ 金融商品取引法及びその他の法令への適合を含め、「法律、社会規範、社内

ルール等の遵守」、「業務の有効性と効率性の向上」、「財務報告の信頼性の

確保」、「資産の保全」を目的として、内部統制の仕組を整備・構築し、業

務の改善に努める。

⑧ 会社情報の開示については、情報収集、開示資料の作成、開示手順、開示

責任者等を定め、開示の正確性、適時性及び網羅性を確保する。
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(2) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

① 取締役の職務の執行に係る情報及び文書の取り扱いは、法令及び社内規程

等に定めるところにより、適切かつ検索性の高い状態で記録・保存・管理

され、必要に応じて運用状況の検証、各規程等の見直し等を行う。

② 機密性の高い情報はもとより、情報全般について、社内規程等に基づき、

保存・管理する部門、責任者、取扱者を明確にし、適切に管理する。

③ 情報セキュリティに関する基本方針、細則等を決定し、情報セキュリティ

に関する社内周知徹底を図る。

(3) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社グループはリスク管理のため、業務マニュアル、諸規程の体系化、業

務の標準化を適時適切に行い、各種リスク（販売、仕入、法務、財務、店

舗等）に対応する組織及び責任者を定め、適切に評価・管理体制を構築す

る。

② 不測の事態が生じた場合には、対策チーム等を設置し、情報開示を含む迅

速な対応を行い、損害の拡大を防止する体制を整備する。

③ 直接又は間接に経済的損失をもたらすリスク等を軽減するため、各部門長

等による定例会議を原則月１回定期的に開催する。

(4) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

① 当社グループは取締役の職務の執行の効率性を確保する体制として、取締

役会を原則月１回定期的に開催し、重要事項の決定並びに取締役の業務執

行状況の監督を行う。

② 執行監督責任の明確化を目的として、取締役には社外取締役を含むものと

する。

③ 取締役の職務分掌と権限を明確にするため、組織体制に関し、関係諸規程

の見直し、整備を適時適切に行う。

④ 経営環境の変化に応じ、組織・業務運用体制の随時見直しを行う。

⑤ 社内規程等に基づき、各業務執行における責任者及びその権限等のルール

を定め、効率的に職務の執行が行われる体制をとる。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

① 子会社管理規程に基づき、重要な事項の決定については当社と事前協議の

上実施するよう子会社に義務付けている。

② 営業成績、財務状況その他重要な情報について、子会社から適切に報告さ

せることにより管理、監督をする。
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③ 内部監査室は子会社に対し、業務執行と経営方針との整合性、経営の効率

性、関連法令の遵法性の面から監査及び支援を行う。

(6) 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該

使用人に関する事項

　監査役が補助者の採用を希望する場合は、取締役と監査役が意見交換を行い、

協議の上で決定する。

(7) 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指

示の実効性の確保に関する事項

① 監査役より監査役を補助することの要請を受けた使用人は、その要請に関

して、取締役及び上長等の指揮・命令を受けないものとする。

② 取締役は、当該使用人の人事考課及び異動については、監査役の意見を尊

重して行う。

(8) 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告

に関する体制

① 当社グループの取締役は、法令に違反する事実、或いは当社グループに著

しい損害を及ぼす恐れがある事実を発見したときは、当該事実を直ちに監

査役に報告する。

② 当社グループの監査役は、取締役会の他、重要な意思決定プロセス及び業

務の執行の状況を把握するため、当社グループ各社の重要な会議に出席す

るとともに、主要な決裁を求める書面その他業務執行に関する重要な文書

を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人にその説明を求める。

③ 当社グループの取締役及び使用人は、監査役の求めに応じて速やかに業務

執行状況を報告する。

(9) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受

けないことを確保するための体制

　監査役に報告をした者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利益な

取り扱いを行うことを禁止する。

(10) 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続きその他の当

該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

① 監査役は、職務の執行上必要と認める費用についてあらかじめ予算を確保

することができる。
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② 監査役は、①の予算以外に緊急又は臨時に支出した費用についても、特段

の理由がない限り全額会社が負担するものとする。

(11) その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 監査役会には法令に従い社外監査役を含み、対外透明性を確保する。

② 監査役は、代表取締役社長と定期的に意見交換を行い相互の意思疎通を図

る。

③ 監査役は、当社グループ各社の取締役会の他、重要な意思決定の過程及び

業務の執行状況を把握するため、部門長会議など業務執行部門の重要な会

議に出席する。

④ 監査役、会計監査人及び内部監査室は意見交換の場を持ち、相互の連携を

図る。

⑤ 監査役は、職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士、会計士

等の専門家による外部アドバイザーを活用することができる。

(12) 反社会的勢力を排除するための体制

　市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、毅然とした

態度で臨むとともに、一切の関係を遮断する。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

　当事業年度における主な取組みにつきましては、コンプライアンス意識の向上

と不正行為等の防止を図るため、「企業行動指針」をはじめとしたコンプライアン

ス関係の規程等を、当社グループ役員及び従業員に周知いたしました。

　また、「年度監査計画」に基づき、内部監査室は、監査役及び会計監査人と連携

しながら、被監査部門の内部監査を実施いたしました。

― 18 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2019年11月11日 11時26分 $FOLDER; 18ページ （Tess 1.50(64) 20181220_01）



連 結 貸 借 対 照 表
(2019年８月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流 動 資 産 2,250,359 流 動 負 債 922,341

現 金 及 び 預 金 897,577 買 掛 金 212,602

受取手形及び売掛金 491,711 短 期 借 入 金 450,000

商 品 及 び 製 品 788,528 リ ー ス 債 務 7,058

仕 掛 品 779 未 払 法 人 税 等 4,039

原材料及び貯蔵品 4,664 賞 与 引 当 金 28,000

そ の 他 71,614 資 産 除 去 債 務 11,328

貸 倒 引 当 金 △4,517 そ の 他 209,312

固 定 資 産 637,739 固 定 負 債 293,354

有 形 固 定 資 産 162,065 リ ー ス 債 務 20,145

建 物 122,432 退職給付に係る負債 172,432

土 地 1,139 資 産 除 去 債 務 100,777

リ ー ス 資 産 13,306 負 債 合 計 1,215,695

建 設 仮 勘 定 2,616 （純資産の部）

そ の 他 22,570 株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

非 支 配 株 主 持 分

1,664,952

393,188

716,654

830,123

△275,013

154

154

7,484

無 形 固 定 資 産 93,450

リ ー ス 資 産 11,279

ソ フ ト ウ ェ ア 68,700

そ の 他 13,471

投資その他の資産 382,223

投 資 有 価 証 券 41,317

繰 延 税 金 資 産 44,065

敷 金 及 び 保 証 金 275,700

そ の 他 21,140

繰 延 資 産 187

創 立 費 187 純 資 産 合 計 1,672,591

資 産 合 計 2,888,286 負 債 純 資 産 合 計 2,888,286

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（2018年９月１日から
2019年８月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,261,081

売 上 原 価 2,543,838

売 上 総 利 益 3,717,243

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,628,863

営 業 利 益 88,379

営 業 外 収 益

受 取 利 息 32

受 取 配 当 金 66

為 替 差 益 3,662

受 取 補 償 金 9,772

そ の 他 2,019 15,553

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,884

支 払 手 数 料 8,691

そ の 他 1,417 11,992

経 常 利 益 91,940

特 別 損 失

減 損 損 失 4,097 4,097

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 87,842

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,648

法 人 税 等 調 整 額 16,698 29,346

当 期 純 利 益 58,496

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △3,716

親会社株主に帰属する当期純利益 62,212

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（2018年９月１日から
2019年８月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 393,188 716,654 795,154 △68,678 1,836,318

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △27,243 △27,243

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

62,212 62,212

自 己 株 式 の 取 得 △206,334 △206,334

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 34,969 △206,334 △171,365

当 期 末 残 高 393,188 716,654 830,123 △275,013 1,664,952

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当 期 首 残 高 620 620 11,200 1,848,140

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △27,243

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

62,212

自 己 株 式 の 取 得 △206,334

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

△466 △466 △3,716 △4,183

当 期 変 動 額 合 計 △466 △466 △3,716 △175,548

当 期 末 残 高 154 154 7,484 1,672,591

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の数 １社

連結子会社の名称 株式会社ATLAB

２．持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用しております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料

　総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

仕掛品

　個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品

　最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低

下に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016

年４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しておりま

す。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７～39年

② 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）、商標権については10年で償却しております。

③ 長期前払費用

　定額法を採用しております。

④ リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用してお

ります。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しており

ます。

⑤ 繰延資産

　創立費:５年間で均等償却しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

② 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当連結会計年

度負担額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　従業員の退職給付に備えるため、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計

算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用い

た簡便法を適用しております。
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(5) ヘッジ会計の方法

① ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理

を採用しております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

③ ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避することを目的としており、投機的な取引

は行わない方針であります。また、資金調達時に当社の社内規程に従い決裁

しております。

④ ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略して

おります。

(6) その他連結計算書類の作成のための重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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Ⅱ．未適用の会計基準に関する注記

・「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 平成30年３月30日）

・「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号 平成

30年３月30日）

(1)概要

　 収益認識に関する包括的な会計基準であります。収益は、次の５つのステップを

適用し認識されます。

ステップ１：顧客との契約を識別する。

　 ステップ２：契約における履行義務を識別する。

ステップ３：取引価格を算定する。

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する。

ステップ５：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。

(2)適用予定日

　 2022年８月期の期首より適用予定であります。

(3)当該会計基準等の適用による影響

　 影響額は、当連結計算書類の作成時において評価中であります。

Ⅲ. 表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年

２月16日）等を当連結会計年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その

他の資産の区分に表示しております。

Ⅳ．連結貸借対照表に関する注記

　 有形固定資産の減価償却累計額 416,175千円
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Ⅴ．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

　普通株式 4,760,000株

(2) 配当に関する事項

① 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日

2018年11月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 27百万円 6円 2018年８月31日 2018年11月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度になるもの

決議
株式の

種類
配当の原資

配当金の

総額

１株当たり

配当額
基準日 効力発生日

2019年11月28日

定 時 株 主 総 会
普通株式 利益剰余金 25百万円 6円 2019年８月31日 2019年11月29日

(3) 当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来してい

ないものを除く。）の目的となる株式の種類及び数

　普通株式 192,000株
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Ⅵ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。

一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金

を銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述するリスクを回避

するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

　投資有価証券は主として業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格

の変動リスクに晒されております。

　不動産賃借等物件に係る敷金及び保証金は、差入先・預託先の経済的破綻等

によりその一部又は全額が回収できないリスクがあります。

　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、返済日は

最長で決算日後１年以内であります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒

されております。

　デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを

目的とした金利スワップ取引であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、与信管理規程に従い、各事業部門における営業本部

が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び

残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や

軽減を図っております。また、敷金及び保証金についても定期的に相手先の

状況をモニタリングしております。

　デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限

定しているため信用リスクはほとんどないと認識しております。
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② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワ

ップ取引を利用しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見

直しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、職務権限規程及びデリバティ

ブ取引規程に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。月

次の取引実績は、取締役会に報告しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス

ク）の管理

　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成･更新すると

ともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　2019年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認めら

れるものは含まれておりません。（注２）参照。

（単位：千円)

連結貸借対照表
計 上 額

時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 897,577 897,577 －

(2) 受 取 手 形 及 び 売 掛 金 491,711 491,711 －

(3) 投 資 有 価 証 券 1,317 1,317 －

(4) 敷 金 及 び 保 証 金 275,700 276,463 763

資 産 計 1,666,306 1,667,069 763

(1) 買 掛 金 212,602 212,602 －

(2) 短 期 借 入 金 450,000 450,000 －

(3) 未 払 法 人 税 等 4,039 4,039 －

(4) リ ー ス 債 務
（１年内返済予定のリース債務含む）

27,203 26,942 △261

負 債 計 693,845 693,583 △261

(注１) 金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項
資産
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

(3) 投資有価証券
　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっております。

(4) 敷金及び保証金
　敷金及び保証金については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標で
割り引いた現在価値により算定しております。

負債
(1) 買掛金、(2) 短期借入金、(3) 未払法人税等
　これらは短期間で決済されるものであり、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳
簿価額によっております。

(4) リース債務（１年内返済予定のリース債務含む）
　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割
り引いた現在価値により算定しております。

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額40,000千円）については、市場価格がなく、時価を把握す
ることが極めて困難であると認められるため、「(3) 投資有価証券」には含めておりません。
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Ⅶ．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 388円08銭

(2) １株当たり当期純利益 14円39銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 14円08銭

Ⅷ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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貸 借 対 照 表
(2019年８月31日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

前 払 費 用

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

商 標 権

ソ フ ト ウ ェ ア

リ ー ス 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

2,228,786

876,942

8,506

481,835

788,528

779

4,664

44,739

27,307

△4,517

662,625

162,065

122,432

22,570

1,139

13,306

2,616

98,336

108

73,585

11,279

13,362

402,223

41,317

20,000

0

10,164

44,065

275,700

10,975

（負 債 の 部）

流 動 負 債 920,434

買 掛 金 212,602

短 期 借 入 金 450,000

リ ー ス 債 務 7,058

未 払 金 108,439

未 払 費 用 73,868

未 払 法 人 税 等 3,859

前 受 金 175

預 り 金 24,610

賞 与 引 当 金 28,000

資 産 除 去 債 務 11,328

そ の 他 492

固 定 負 債 293,354

リ ー ス 債 務 20,145

退 職 給 付 引 当 金 172,432

資 産 除 去 債 務 100,777

負 債 合 計 1,213,788

（純資産の部）

株 主 資 本 1,677,468

資 本 金 393,188

資 本 剰 余 金 710,166

資 本 準 備 金 323,188

その他資本剰余金 386,978

利 益 剰 余 金 849,127
利 益 準 備 金 2,500
その他利益剰余金 846,627

別 途 積 立 金 250,000

繰越利益剰余金 596,627

自 己 株 式 △275,013

評価・換算差額等 154

その他有価証券評価差額金 154

純 資 産 合 計 1,677,623

資 産 合 計 2,891,411 負 債 純 資 産 合 計 2,891,411

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（2018年９月１日から
2019年８月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 6,248,438

売 上 原 価 2,534,905

売 上 総 利 益 3,713,533

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,624,111

営 業 利 益 89,422

営 業 外 収 益

受 取 利 息 32

受 取 配 当 金 66

為 替 差 益 3,662

受 取 補 償 金 9,772

受 取 手 数 料 5,335

そ の 他 2,016 20,885

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,884

支 払 手 数 料 8,691

そ の 他 1,354 11,930

経 常 利 益 98,376

特 別 損 失

減 損 損 失 3,280 3,280

税 引 前 当 期 純 利 益 95,096

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 12,468

法 人 税 等 調 整 額 16,698 29,166

当 期 純 利 益 65,929

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（2018年９月１日から
2019年８月31日まで）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

当 期 首 残 高 393,188 323,188 386,978 710,166

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － － － －

当 期 末 残 高 393,188 323,188 386,978 710,166

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金

利益剰余金合計
別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

当 期 首 残 高 2,500 250,000 557,941 810,441

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △27,243 △27,243

当 期 純 利 益 65,929 65,929

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 38,685 38,685

当 期 末 残 高 2,500 250,000 596,627 849,127
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株 主 資 本 評価・換算差額等

純資産合計
自 己 株 式 株主資本合計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △68,678 1,845,117 620 620 1,845,738

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △27,243 △27,243

当 期 純 利 益 65,929 65,929

自 己 株 式 の 取 得 △206,334 △206,334 △206,334

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （純 額）

△466 △466 △466

当 期 変 動 額 合 計 △206,334 △167,648 △466 △466 △168,115

当 期 末 残 高 △275,013 1,677,468 154 154 1,677,623

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用しております。

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品、原材料

　総平均法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

仕掛品

　個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

貯蔵品

　最終仕入原価法に基づく原価法（貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切り下げの方法により算定）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。

　ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）及び2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備については定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ７～39年

工具、器具及び備品 ４～15年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５

年）、商標権については10年で償却しております。
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(3) 長期前払費用

　定額法を採用しております。

(4) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しており

ます。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度負担

額を計上しております。

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職金給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算

に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた

簡便法を適用しております。

４．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているため、特例処理を

採用しております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

(3) ヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避することを目的としており、投機的な取引は

行わない方針であります。また、資金調達時に当社の社内規程に従い決裁して

おります。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

　金利スワップは特例処理の要件を満たしており、有効性の評価を省略してお

ります。
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５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ. 表示方法の変更に関する注記

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年

２月16日）等を当事業年度の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その

他の資産の区分に表示しております。

Ⅲ．貸借対照表に関する注記

　 １．関係会社に対する金銭債権および金銭債務

　 金銭債権 532千円

金銭債務 3,533千円

　 ２．有形固定資産の減価償却累計額 416,175千円

Ⅳ．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高

営業取引 16,349千円

　 営業取引以外の取引 5,335千円

Ⅴ．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 469,339株
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Ⅵ．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 （単位：千円）

繰延税金資産

賞与引当金 8,573

商品評価損 8,645

未払事業税 3,349

退職給付引当金 52,798

減損損失 21,443

資産除去債務 34,326

繰越欠損金 402,377

その他 12,998

繰延税金資産小計 544,514

評価性引当額 △488,945

繰延税金資産合計 55,569

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △11,435

その他 △68

繰延税金負債合計 △11,503

繰延税金資産の純額 44,065

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

１．子会社及び関連会社等

種類
会社等の名称

又は氏名
所在地

資本金

(千円)

議決権等の所有

(被所有)割合

関連当事者

との関係
取引内容

取引金額

(千円)

(注２)

科目
期末残高

(千円)

子会社 ㈱ATLAB
東京都
渋谷区

30,000
所有
直接50.00％

業務支援
管理業務の

受託 (注１)
5,335 未収入金 507

(注１) 価格その他の取引条件は、当社発生費用を基礎に両社協議のうえ決定し、連結子会社より収受
しております。

(注２) 取引金額には消費税等は含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

２．役員及び個人主要株主等

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
(被所有) 割合

関連当事者
との関係

取引内容
(注)

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)

役員 家髙利康 ― ―
当社代表
取締役社長

被所有
直接 21.05％

被債務保証 被債務保証 ― ― ―

(注) 当社は不動産賃借契約に基づく債務について（代表取締役社長家髙利康１件・年間賃借料
25,565千円）の債務保証を受けております。なお、保証料の支払及び担保の提供は行っておりま
せん。
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Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 390円99銭

(2) １株当たり当期純利益 15円25銭

(3) 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 14円92銭

Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はありません。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年10月18日

株式会社ＡＮＡＰ

取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 井 宏 明 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 裕 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社ＡＮＡＰの2018

年９月１日から2019年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、

連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表に

ついて監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準

に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又

は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から

連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的

な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求

めている。

　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない

が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を

立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す

る。
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　また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者に

よって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討する

ことが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。

監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、株式会社ＡＮＡＰ及び連結子会社からなる企

業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記

載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

2019年10月18日
株式会社ＡＮＡＰ
取締役会 御中

有限責任監査法人トーマツ
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 石 井 宏 明 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 竹 田 裕 　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ＡＮＡＰ
の2018年９月１日から2019年８月31日までの第28期事業年度の計算書類、すなわ
ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
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　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、2018年９月１日から2019年８月31日までの第28期事業年度の取

締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施

状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からそ

の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法

で監査を実施しました。

一 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁

書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を

調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査

役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の

報告を受けました。

二 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企

業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則

第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内

容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）につ

いて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的

に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

三 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているか

を監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人か

ら「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算

規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成

17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ

の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

2019年10月21日

株式会社ＡＮＡＰ 監査役会
常勤監査役
(社外監査役)

今 長 雅 毅 ㊞

監 査 役 水 分 博 之 ㊞

社外監査役 小 山 武 久 ㊞

以 上
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株主総会参考書類

第１号議案 剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　第28期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の事業展開等を勘案し、

以下のとおりといたしたいと存じます。

１．配当財産の種類

　金銭といたします。

２．配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式 １株につき６円

配当総額 25,743,966円

３．剰余金の配当が効力を生じる日

　2019年11月29日

第２号議案 定款一部変更の件

１．提案の理由

　 事業内容の多様化に対応するため、現行定款第２条に事業目的の追加を行う

　 ものであります。

２．変更の内容

　変更の内容は、次のとおりであります。
（下線は変更部分を示しております。）

現行定款 変更案

（目的） （目的）

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目

的とする。

（1）～（19）（条文省略） （1）～（19）（現行どおり）

（新 設） （20）有価証券の投資業務。

（20） 上記各号に附帯する一切の事

　 業。

（21） (現行どおり)

以 上
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〈メ モ 欄〉
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東郷記念館

ピーターハウス

明
治
通
り

←
新
宿

渋
谷
→

渋谷→

←新宿

JR山手線 原宿駅

竹下口

５番出口

３番出口

Ｍ

Ｍ

ラフォーレ原宿

東急プラザ

セコム
本社ビル

東郷神社

和楽殿

東郷幼稚園
東京メトロ
千代田線・
副都心線
明治神宮前駅

竹
下
通
り 表

参
道

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都渋谷区神宮前一丁目５番３号

東郷記念館 ３階 オランジェール

TEL 03－3403－1431

交通 ＪＲ原宿駅 竹下口より 徒歩約３分

東京メトロ明治神宮前駅 ５番出口より 徒歩約３分

（お車でのご来場はご遠慮ください）

※ご案内図の●印の場所に東郷記念館の案内板がございます。
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